
95,680 千円

従事人員

0.2人

人件費②

総コスト
（①＋②）

0.2人1,694 千円

事業目的

90,664 千円

事業の目標

目標の達成度
を示す指標

指標名
目 標

[目標設定理由]
・若年者のキャリア形成を図ることで一人前の職業
人に育てるために実施することから、訓練修了者の
就職率維持を目標とする。
・目標値は、厳しい雇用情勢にあるものの平成20年
度の委託訓練の就職率以上を目指す。

(0 千円)

5,016 千円

従事人員 従事人員

28,722 千円

企業の人材ニーズを踏まえた職業能力開発への支援

実習・座学連携養成事業
（デュアルシステム）

平成20年度決算額

所管部局課名

公共職業訓練をより実践的に行い、若年者の就業意識の醸成を図るとともに、労働市場が求
める職業能力を習得させ、若年者のキャリア形成を図ることで一人前の職業人に育てる。

事務事業評価資料

平成22年度当初予算額

(0 千円)

209,347 千円

従事人員

施策名

事業名

平成21年度当初予算額

(0 千円)

区 分

担当者電話番号

産業労働部政策労働局能力開発課

公共訓練係 078-362-3367

事業開始年度 平成16年度

4,922 千円

・職業能力開発促進法第２３条に基づき、求職者に対して行う職業訓練は無料としてい
る。

拡充

0.6人

214,269 千円 0.6人

21年度
見込み

就職率(％)

0.6人

0.6人

訓練修了者による就職率の維持

事業内容
①技専活用型訓練（CAD/CAMﾃｸﾆｶﾙ、ｵﾌｨｽﾋﾞｼﾞﾈｽ(１年))、②委託訓練活用型
訓練（情報関連、介護サービス、医療事務、経理事務関連等(４～６ヶ月))
計画定員 施設内２０人 施設外４８０人 計５００人

従事人員 従事人員

30,416 千円

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

事業費①

達成率（％）

目標値 年度 H20 H21 H22

20年度
実績

22年度
目標

60.0 22
70.7 60.0

(430 千円) (1,595 千円)

60.0
118% 100% 100%

(3,571 千円)

評
価
結
果

必 要 性

・職業能力開発促進法第15条により、都道府県は、労働者が多様な職業訓練を受けるこ
と等により職業能力の開発及び向上を図ることができるように、その機会の確保に配慮
するよう求められている。
・若年者を取り巻く雇用情勢により失業率やフリーターの数が高い水準にある中、若年
者の就業意識の醸成図るとともに、労働市場が求める職業能力を習得させ、若年者の
キャリア形成を図ることは、若年者の安定就労確保に必要である。

有 効 性

・若年者の就業意識の醸成、キャリア形成就職の促進に寄与するとともに、20年度実績
は就職率７０％以上を維持するなど就職促進に寄与している。

効 率 性

20年度事業費が実績減等による委託料の減により低くなっていることから、21年度の指
標１単位あたりのコストが高くなっているが、21年度以降においても、セーフティー
ネットとして訓練定員数を確保しつつ、所要経費等については効率的な執行に努めてい
る。

民間・市町との役割分担

・座学は職業訓練校と専修学校等に委託して対応しており、プログラムに応じた役割分
担を図っている。
・また、職場での実践的な訓練については求人企業を開拓して実施している。

受益と負担の適正化

実
施
方
針

方 向 性
新規

廃止 縮小

実施手法の
見直し内容

市町移譲 民間移譲

継続 実施手法の見直し

事務改善

統合 凍結(休止) 延長 終期設定

その他

説

明

雇用情勢を踏まえ訓練定員を２１年度から大幅に拡充し、実施する。

民間委託 ＰＦＩ 負担割合変更


